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1.オ ル ソン問題:集 合行為 と集団規模

1995年 か ら1996年 にかけて、住宅金 融専門会社 の不 良債権 の処理のた めに政府 が財政支 出を

行 うべ きか ど うかが政治的 な争 点のひ とっ となった。世論調査で は、有権者 の8割 以上が政府

の財政支 出をともな う 「住専処理策」 に反対 していた。 しか し、有権者 の多数が参加す るよ う

な抗議活動は行 われないまま、住 専処理 のための政府財政支 出を盛 り込 んだ1996年 度予算 と、

「住専処理法」が成 立 した。 この よ うに、反対者が大勢い るの に、抗議運動が盛 り上が らず 、

多数 の人の 目か ら見て 「望 ま しくない」 ことが どうして生 じるのだ ろ うか。

利害関心 を共有 している人 々(潜 在 的受益者)の 集 団が大規模 な場合 、そ の集 団の利 害の実

現が 困難で あることを指摘 し、説 明を試 みたのが、経済学者 のOlsonで ある。彼の理論 は、政

治的抗議運動の よ うな集合行為 の成否 に関 しても応用 された。 また、マイ クローマ クロ ・リン
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ク、社会的 ジ レンマ 、社会運動 な どに関す る社会学的研 究 に も大 きな影響 を与 えた。

本 稿 は、 「集 団規模 と集 団 目標 の実現 との関係 」 とい う、Olsonの 提起 した問題 につ いて、数

理社会 学的な手法 を用 いて考察 を行 うものであ る。 この1章 では、Olsonの 理論 の主題 を整 理

し、 この論文 で取 り上 げる 「オル ソン問題」 を明確 な形 で定式化す る。

Olsonは 、集合行為 の 目標 の実現 を集合財 の供給 ととらえ、公共経済 学の理論 を援用 す るこ

とによ り、集合行為 の困難 さを説 明 しよ うとした。 このOlsonの 理論 の主題 は、(1)集 団規模 と

集 合行為 の成否 との 関連 、(2)集 団成員 間の異質性 と集合行為 の成 功/失 敗 との関連、(3)選択的

誘 因や強制 の効果、 とい う3点 に整 理で きる。本稿 で扱 う 「オル ソン問題 」は、この うち1番

目の主題 に関 わる もので ある。 ここで はそれ を、 「集 団規模 が大 き くなる と集 団の 目標 が実現

され に くくなる とどうして言 え るのか を理論 的に考察す るこ と」 と定義す る。 ただ し、集団の

目標 が実現 され に くくな る とい うこ とには、様 々な解釈 が存在す る。 本稿 ではこれ を、 「集 合

財の最適供給量 と実際 の供給 量 との差が大 きくな ること、も しくは社会的に最適 な状態 が達成

され に くくなるこ と」 と解釈す ることにす る。

2.オ ル ソン問題の社 会学 的意義

2章 で は、1章 で定式 化 した意 味 でのオル ソン問題 が、社 会学 的研 究(さ らには社 会科学

的 ・行動科学 的研究全般)に 対 して どのよ うな意味を持 ってい るのか を検討 す る。そ の際 、マ

イ ク ローマ クロ問題、社 会的 ジ レンマ、社会運動論 とい う3つ の領 域 の中での位置 づけ に注 目

す る。

まず オル ソン問題 が、近年 の社 会学理論 におけ る 「マイ ク ローマ クロ ・リンク」 とい う課題

の ひ とつ の 具体 的 なテ ー マ とな る こ とを、マイ ク ロ ーマ ク ロ ・リンク に関す るBoudonや

Colemanの 枠組 の中に位置 づ ける ことで明 らかにす る。 オル ソン問題 を扱 った研究 の多 くは、

集 団規模 と集合行為 の成否 とい うマ ク ロ ・レベル の2変 数 の問 の関係 を、集 団 を構成 す る行為

者の意思決定 の集積 とい うマイ クロ ・レベル を媒介 としたプ ロセス によって説 明 しよ うとす る

ものであ る。行為者 の意思決 定 を左右す るのは、行為者 を と りま く状況であ る。 この状況 の中

で も、特 に利得構造 に注 目す るもの が多い(本 稿の これ 以降の章 において もまた、このよ うな

立場 に立 ってい る)。 集 団規模 が変化 す るのに伴 って、行 為者 を と りま く状況、特 に利 得構 造

も変化す る。 以上のよ うな形 でマイ ク ロとマ グロとの リンクが考 え られてい るのである。

マイ ク ローマク ロ・リンクに関す る研 究においては、フォーマ ライゼー シ ョンに対す る志 向、

合理的選択理論 の重視 、理論 と実証 との リンクに関す る志 向が特徴 となってい る。 このよ うな

志 向はOlsonの 理論やそれ を展 開 しよ うとした研究 において も見 られ る。

また、Olsonの 取 り上げた、集合財供 給 をめ ぐる集合行為 の問題 は、 「社 会的ジ レンマ」の一
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種 であ る。社会 的ジ レンマ は、 「個人的合理性 と社会 的最適性 との乖離」 を定式化 した もので

ある。そ こにお ける行 為者 の行為が 「環境 か ら何か を とる」 か 「環境 に何 かを投入す る」か と

い う軸 と、社会的 トラップか社会的フェ ンスか とい う軸 とを組み合 わせ るこ とによ り、集 合財

供給問題 と資源 管理 問題 ・環境汚染問題 ・環境汚染除去 問題 との違 い と関係 を示す こ とがで き

る。集 合財 供給問題 は、社会的 フェンスで、問題 となってい る行為 が 「環境 に何 かを投入す る」

こ とで あるとい う類型 にあた る。

社会的 ジ レンマ研究 においては、協力行動 を促 進す る要因 として集団規模 の小 ささが指 摘 さ

れてい るので、 この要 因に関す る先行研 究を概観 す る。集団規模 の効果 には、利 得構 造の変化

を媒介 とした効果 と、それ 以外 のメカニズムによる効果(「 残余効果 」)と が あると考え ること

がで きる。 この残余効果 を説 明す るための媒介要因 として、他者 の協力 に対す る期待 の高 さ、

協力行動 に対す る有効感 の低 さ、非協 力行動 の伝播 しやす さ、責任 の拡散 な どが指摘 され て き

た。 しか し、本稿で行 お うとしてい るゲーム理論 的な定式化 との対応 を考 え る と、上記2種 類

の集団規模 効果の うち、特 に利 得構造 の変化 を媒介 に した効果 に焦点 をあて るこ とにな る。

社会的 ジ レンマ ・公共財供 給 に関す る実験的研究の知 見は、集 団規模 の効果 に関す るOlson

の主張 を支持す るもの とい えるか ど うか、あま り明確で ない。 これ はひ とつ には、集 団規模 以

外 の要 因に関す る条件 が実 験 に よって様 々で ある こ とに起 因す るの か も しれ ない。(本 稿 の

ゲー ム理論的定式化 に もとつ く考察の検証/反 証 にあた って考慮すべ き問題 にっいては、6章

で詳 しく検討す る。)

さらに、Olsonの 問題提起 が、社 会運動論 の 中で資源動員論 が発展 す る契機 となった ことを

指摘 し、資源動員論 にお いてOlsonの 議論が どの よ うに展 開 されたか を検討 す る。資源動員論

において、集 団規模(潜 在 的受益者 の規模)と 目標 実現の困難 さ との関係 は、 あま り取 りあげ

られていない。む しろ、選択 的誘 因の効果 を強調 す ることへの批判、集 団成 員の問の異質性 だ

けで な く異 なる集 団間の利 害対立 ・コンフ リク トを視野 に入れ るこ との強調 、な ど、Olsonの

理論 のその他 の主題 をめ ぐる考察 が展 開 されてい る。 特に、社 会運動集 団 ・組織 と他 の集 団 と

の対立 ・協力関係 を重視す る ことが、Olsonの 提 起 した問題 に対す る資源 動員論の最大の理論

的貢 献である と考 え られ る。

3.Olsonの 数理モデル とその問題点

3章 では、Olson自 身 のモデル を紹介 し、その問題 点を明 らかにす る。Olsonの モデル は、単

純 な効用最 大化モデルで ある。彼 は、大集団で集 団 目標 が実現 されに くい理 由を、2通 りの し

かたで説 明 してい る。 ひ とつ は、集団規模 が大 きくな ると、集 団全 体での利 益の うちひ とりの

行為者 の得 る 「分 け前の割合」が小 さくな り、他 方で組織化 のための費用 が大き くなる、 とい
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う考 えにも とつ くもので ある。 も うひ とつは、集 団規模 が大 き くな ると、あ るひ とりの行為者

の選択が集 団の他の成員 の利益や負担 に与 える影響 が認知 され に くくな ることに注 目す る もの

である。

この うち、第1の 説 明 は、Olson自 身 の数理モデル を用い て検討す ると、っねに成 り立っ と

は言 えない推論 に もとつい てい る。 これ を、 「分 け前 の割合 の集 団規模 弾力性 」 とい う概念 を

導入す るこ とによ り明 らか にす る。分 け前の割合 の集 団規模 弾力性は、集 団規模 の変化 に よっ

て行為者 の分 け前の割合が どれ だけ変化 しやす いかを表 わ してい る。分 け前の割合 の集 団規模

弾力性が きわめて小 さい(集 団規模が増大 して も分 け前 の割合 がそれほ ど減少 しない)場 合 に

は、集 団規模 が大 きくなる と行為者 の粗利益(貢 献のために必要な費用 を差 し引 く前 の利益)

も大き くな る。 この とき、集 団規模 が大き くなっても行為者 の純益 が増大す るこ ともあ り得 る。

しか しなが ら、Olsonの モデル では、分 け前 の割合 が集 団規模 の どの よ うな関数 にな っている

か、集合財供給 のた めの費用 が集合財供給量 と集 団規模 の どの よ うな関数 になっているかが特

定 されていないので、集 団に とって最適 な集合財供 給量 も全 行為者 の集合財供給量の合 計 もも

とめ られ ない。そ のた め、集 団規模 が大 き くなればな るほ ど集 団 に とって最適 な集合財供 給量

と全行為者 が供給す る集合財 の総量 との差が大 きくな るか ど うか、検討す ることができない。

他 方で、第2の 説 明 は、Olsonの モデル か ら導 き出す こ とがで きない ものになってい る。彼

の数理モデル はそ もそ も、完全 に 「個人 的意思決 定」のモデル で あって、 「社 会的意思決 定」

のモデル ではないか らであ る。 このモデル においては、他者 の供給す る集 合財の量(あ るいは

それ に対す る予想)や 、行 為者 の意思決 定が他者 の意 思決 定 に どの よ うな影 響 を及 ぼす か と

い った要因は、全 く考慮 され ていないのである。

Olsonの モデル には、 さらに、扱 い得 る状況が実 は限 られ た範囲 のもので しかない、 とい う

問題 点 も存在す る。Olsonの 第1の 説明は、集 合財 か ら得 られ る利 益が分割可能で あるこ とを

前提 としてお り、何 らかの制度 の確 立の よ うな非競合的な集 合財 の場合 には適用す ることがで

きない。

行為者 の意思決定 の相互依存 関係 が表現 でき、集合財 の競 合性 ・非競合性 とい う要 因を考慮

したモデルの構築 が不 可欠 であ る。集合行為問題 に関す る従来 の研究で も用い られ る ことの多

か った、ゲーム理論的 定式化 は、その よ うなモデルの候補 であ る。

4.オ ル ソン問題のゲーム理論 的定式化

3章 で指摘 した問題点 を克服す るためのモデル と して、ゲーム理論 的定式化 に よる ものを構

築 し、集 団規模 の効果 を考察す る。4章 では、定式化の基本枠 組 を示 し、フ リー ライ ダー にな

ろ うとす る誘 因、ナ ッシュ均衡 、パ レー ト効率性 な どの基本概 念 を定義す る。 また、集合財 の
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競合性 ・非競合性 とい う性質 と、集合財供 給に伴 う費用負担 の しかた とい う2つの次元 を 中心

に して、集合行為状 況の類型化 を行 う。

本稿のゲーム理論 的定式化 に もとついて、オル ソンの主張す るよ うな集団規模 の効 果が ある

とい えるか ど うかを考察す る場合 、問 うべ き問い は次 の よ うな もの にな る。 「集 団規模 が小 さ

い ときにはナ ッシュ均衡 がパ レー ト効 率的であるのに、集団規模が大 きい場合にはナ ッシュ均

衡がパ レー ト非効率 的になって しま う」とい うことが起 こ り得 るか どうか、とい う問いで ある。

この問いに取 り組む にあたっては、行為者 の利得 関数 を特定化 して議論 を進 めな けれ ばな らな

い。 特に、共通利害 の実現 とい う集合財 が どのよ うな性質 を持 ってい るか、集合財 が どの よ う

なメカニズムに よって供給 され るか、を考慮 しなけれ ばな らない。 この よ うな視 点か ら、集 合

行為状況の類型化 を行 うことにす る。

単純化のために、1.集合財 が完全 に競合 的な場合 と2.完 全 に非競合的な場合のみを取 り上 げ

るこ とにす る。 また、集合財 の供 給が確率論的 なメカニ ズムに よって決ま るのではな く、確 定

的 ・決定論的なメカニズムに よって決 ま る場合 に議論 を限定す る。議論 を単純 にす るた めに、

非競合 的な集合財 の 中で も、次 の2つ の(あ る意 味で極 端 な)ケ ー スだ けを取 り上 げる こ とに

もす る。[1]ひ とっ は、集 合財 か ら得 られ る利益が貢献者数 にかかわ らず 一定 の場合 である。[2]

もうひ とっは、集合財 か ら得 られ る利 益の大き さが貢献者数 に比例す る場合で ある。 さ らに、

競合的 な集合財 に関 して も、集合 財供 給量が貢献者数 に比例す る場合 のみ を考察す る。

貢献 と集合財供給 との関係 については、以下の2っ の典型的 なケースが考 え られ る。

タイ プA各 成員 の貢献(コ ス ト負担)が まず あ り、そ の程度 によって集合財供 給量が決

ま る場合

タイ プB集 合財 の供 給量 に関す る(明 示 的な、あるい は暗黙 の)合 意 が貢献 しよ うとす

る者 の間で あ り、 それ にも とつ いてひ とりひ とりの貢献者 の負 担す るコス トが決

定 され る場合

ただ し、タイプBに 関 して議論 す る場合 、単純化 のために、貢献者が コス トを均等 に負担す

るケー スのみ を取 り上げ るこ とにす る。

5.ゲ ーム理 論的モデルによる集団規模 の効果の考察

4章 での議論 にもとついて構 成 した集合行為状況 の類型 の各 々に関 して、それ に対応す る利

得 関数 を定式化 し、ナ ッシュ均衡 がパ レー ト効 率的であるか否 かに集 団規模 が どのよ うな影響

を与 えるか(ま たは与 えないか)に ついて検討す る。考察 の順番 は、次 の とお りで ある。

タイ プA1[1]:非 競合 的集合財 、利益 ・コス トは貢献者数 にかかわ らず一定

a)集 合財の供給点が貢献者数 に よって決 ま る場合
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b)集 合 財の供給点が貢献者 率に よって決 ま る場合

タイプA1[2]:非 競合 的集合財 、 コス トは貢献者数 にかかわ らず一定、

利益 は貢 献者数 に比例

タイプA2:競 合 的集 合財、 コス トは貢献者数 にかかわ らず一定、

供給 量は貢献者数 に比例

タイプB1[1]:非 競合 的集合財 、 コス トは貢献者 で等分 、

利益 は貢 献者数 にかかわ らず 一定

タイプB1[2]:非 競合 的集合 財、 コス トは貢献者 で等 分、利 益 は貢献者数 に比例

タイプB2:競 合 的集合財 、 コス トは貢献者で等分 、供給 量は貢献者数 に比例

単純化 のた めの仮定 の下で あるけれ ども、集合財供 給を め ぐる集合行為状況 は、N人 チ キン・

ゲームかN人 囚人 のジ レンマかのいずれ かの形 で定式化す ることができる。N人 チ キン・ゲー

ムで表せ るの は、集合財 が非競合 的で、ひ とりひ とりの集 団成員 がその集合財 か ら得 る利益 が、

供 給 に貢献 した者 の数 にかかわ らず一定の場合 であ る(タ イプA1[1]と タイプB1[1])。N人

囚人 のジ レンマ とな りうるの は、 「非競合的集合財 で、各集 団成員 の利 益 も各貢献者 の コス ト

も貢献者数 にかかわ らず 一定」(タ イプA1[1])と い う場合 以外 のケースである。

集 団規模 がナ ッシュ均衡 に与 え る影響 には、2種 類が ある。集 団規模 にかかわ らず 「誰 も貢

献 しない」 が唯一 のナ ッシュ均衡 で、集 団規模 が小 さい ときこれ がパ レー ト効率的なの に集団

規模 が大 き くなる とパ レー ト効率 的でな くなる場合 を、 タイ プ1と す る。 これ に対 して タイプ

Hは 、集 団規模 が小 さい と全員 貢献 が唯一 のナ ッシュ均衡 で これがパ レー ト効 率的で あ るの

に、集 団規模 が大 き くな る と、唯一のナ ッシュ均衡 が 「誰 も貢 献 しない」 とい うパ レー ト効率

的で ない状態 にな る場 合で あ る。

非競合 的な集合財 で、集 団成員 ひ と りひ とりの得 る利益 も貢 献の際の負担 も貢献者 数 にかか

わ らず 一定の場合(タ イプA1[1])に は、集 団規模 の効果 が見 られ ない。 このケース をのぞ く

と、非競合 的な集合財 が問題 とな る場合 には、タイ プ1の 効果 が見 られ るこ とが ある(タ イプ

A1[2]、 タイ プB1[1]、 タイ プB1[2]の 場合)。 タイ プIIの 効果 が見 られ るのは、集合財 が競

合 的で、その供給 量が貢献 者数 に比例す る場合 であ る(タ イ プA2、 タイ プB2)。 このタイプ

IIの効 果 は、Olsonが 念 頭 に置い ていた ものに対応す る。 しか し、本稿で のゲー ム理論 的考察

か ら、 この よ うな集 団規模効果 が見 られ る条件 が限定 された ものである こと、Olsonの 考 えて

い た もの と異 な る集 団規模効果 が あった り集 団規模効果 がない場合 もあるこ とが明 らかにな っ

たのであ る。
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6.実 証 的研究 との照合の問題

6章 では、前章までの理論的考察か ら導出 され た帰結 が経験 的デ ータによ り支持 され るか否

かを確か めるには、 どの よ うな研 究を行 うべきかを考察す る。本稿 でのゲー ム理論的定式化 と

対応 をつ けやすい実証的研 究 には、社会的 ジレンマに関す る社 会心理学的 なゲー ム実験 と、社

会運動集団 ・組織の成功/失 敗 に関す る計量社 会学的研 究があ る。

まず 、社会的ジ レンマ の既存 の実験 との照合 を行 うために、貢献者率 に対す る集団規模 の効

果 について どのよ うな予想が導かれ るか、整理 す る。次 に、 この予想 と適合的 な傾向が観察 さ

れてい るか否 かを確 かめ るに は どの先行研 究が適切 であ るか を、Franzenの レビュー に主 に依

拠 しなが ら検討す る。1回 限 りのゲームで、本稿 での定式化 の利得 関数 と同様 の利得関数 を用

いた実験の結果 を見 る と、全体的には、集団規模 の効果 に関す る定性的予想 に適合的 な傾 向が

見 られ る。 しか し、協力行動選択率の予測値 は実験 での協力行動選択率 と一致 してい ない。

社会的ジレンマの実験的研究 に関 しては、本稿 でのゲー ム理論 的定式 か ら得 られた帰結 をそ

のまま検証 にかけるよ うな実験 を行 うことが求め られ ている。 そのためには、(1)「 協力行 動」

選択率でなくパ レー ト効率的 でないナ ッシュ均衡 の生起率 を従属変数 とす るこ と、(2)集団規模

の変化 に伴ってジ レンマ のない状態か らジ レンマ状況 に変 わる とい うよ うな効果 を考慮 に入れ

ること、(3)集団規模 を個体 内変動因 として扱 うの と処置 として扱 うの といずれが適切か を検討

す ること、が必要である。

社会運動 に関す る調査デ ー タの計量的分析に よ り、Olsonの 議論 を検証/反 証 しよ うとした

研究の中で、本稿 の視点 と適合 的なのは、人々の行動や意識 を説 明 しよ うとしたもので な く、

社会運動集団 ・組織の特徴 と社会運動 の成功/失 敗 との関係 を分析 した ものであ る。特 に、デー

タ ・セ ッ トの公開 されてい るGamsonの デー タを再分析 を試 み る。潜在 的受益者 の規模 を表す

変数 として、その集 団 ・組織 の掲げ る目標が普遍主義的 なものであるか否 かに注 目す る。社会

運動の成功/失 敗 を表す変数 としては、Gamsonの あげてい る 「(敵対者か らの)受 容」 と 「新

たな利益 の実現」 とを用 い る。 しか し、 目標 の普遍性 と成功/失 敗 との関連 はほ とん どない。

これ は、 「目標 の普遍性」 とい う変数が、単に集 団規模 だけでな く、集 合財 の排除可 能性や競

合性 とい う性質に もかかわ るものであ るか らか もしれ ない。

本稿 での理論 的考察 と社会運動集 団の成功/失 敗 の計量社会学的研究 との照合 に関 して は、

社会運動集団 ・組織 に関す るデー タベースを構築 し、それ をデー タ ・セ ッ トとして分析 を行 う

ことが必要で ある。 このよ うな作業を行 うにあた り、Gamsonの 研究 で用 い られ たデー タ・セ ッ

トが手本 とな るけれ ども、そ こに見 られ る問題点 を克服 しなけれ ばな らない。具体的 には、(1)

潜在 的受益者の数 とい う意味 での集 団規模 を測定す るこ と、(2)そ の社会運動 によって新た な利

益が 「最適」 な形 で実現 したか否かについて も調べ るこ と、(3)そ の社会運動 の 目標の実現 とい
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う集 合財 の性質(競 合性 ・非競合性 、費用分担 の方法 な ど)を 測定す るこ と、(4)多変量解析 が

適用 でき るよ うな大 き さの標本 となるよ うにす るこ と、 に注意す る必要が ある。

7.要 約 と課題

7章 では、前章 までの議論 を要約す る とともに、本研 究 の成果 の位置づ けについて、2章 で

の議論 と対応 させ なが ら述べ る。 さらに、今後探求すべ き課題 を、理論的な もの と実証に関す

るもの とに分 けて提示す る。

本 稿の研究 は、マイ ク ローマク ロ ・リンクを探究 した ものである。 しか し、それ を思弁的に

行 うのでな く、集 団規模 と集 団 目標 の実現 との 関係 とい う問題 を取 り上 げ、具体的に数理モデ

ル を構 築す る ことを通 して行 った ものである。 この よ うなアプ ローチ によって、集 団規模 の増

大に よって行為者 を取 り巻 く状況 、 とりわ け利 得構造が変 わ り、利得構造 の変化が行為者 の意

思決 定の変容 をもた らし、それ に よって集 団 目標が最適 な形 で実現 され るか否か に影響が与 え

られ るとい うプロセ スを、描 き出す こ とがで きる。 同時 に、 このよ うな プロセスが作動す る条

件、作動 しない条件 を明 らかにす ることがで きる。 この研 究はまた、合理的選択理論 にも とつ

くフォーマ ライゼ ーシ ョンの可能性 を追究 した ものであるだけでな く、社会心理学的実験や社

会調査データによる実証研 究 との照合 も視野 に入れ たもので もある。

本研究は、社会 的ジ レンマ研 究 としては、社会的 ジ レンマ の下位類型 のひ とつで ある集合財

供給問題 における集 団規模 の効果 に関 して、基礎理論 を提供す るもので ある。社会的 ジ レンマ

状況での協力行動選択 に対す る集 団規摸 の効果 は、利得構造 の変化 を媒介 に した効果 とそれ以

外 のメカニズムに よる効果(残 余効果)の2っ に分 けて考 え られ る。本研究 はこの うち、前者

のみ に注 目した ものであ る。 しか し本稿 での考察 に よって、集 団規模効果 に関す る議論 を精緻

化す るこ とができた と言 え るだろ う。 また、資源管理 問題 、環境汚染 、汚染物質の除去の場合

について も本稿 と同 じよ うなアプ ロー チを適用す る ことによ り、社会的 ジ レンマ全般 にお ける

集団規模 効果 に関す る考察 に展 開す ることも可能 であろ う。

本稿で提示 したモデル は、人 々が社会運動 に動員 され てい くプ ロセ スを分析す るに あたって

も有効な ものである と考 え られ る。 また6章 での考察 は、社会運動 の実証的研 究、 と りわけ社

会運動組織 ・集 団の特徴 とその運動 目標実現 との関係 に関す る計量社会学的研究の展開 に貢献

しよ うとす るもので もあ る。

今後探求す べき理論 的課題 としては、次 の5つ を指摘す る ことができる。

第1に 、他 の集 団 との関係 、特に闘争 ・競争 の状況 あるいはプロセス を扱 えるよ うな形で、

フオーマ ライゼ ーシ ョンを行 うことが、今後 の課題 のひ とつ である。 この課題 に取 り組 むにあ

たって参考にな るアイデ ィア としては、ゲー ム理論 の枠の 中では、た とえば 「2層 ゲーム」が
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あ る。

第2に 、2層 ゲー ム とい うアイ デ ィア以外 にも、ナ ッシ ュ均衡 の精緻化(均 衡 選択)、 不完

備情 報 ゲームや繰 り返 しゲー ムな ど、ゲー ム理論 の最近 の展 開を取 り入れ た分析 が必要 であ

る。

第3に 、Olsonが 提起 した問題 に関す るモデルは、本稿 で紹介 した もの に限 られ るわ けでは

ない。 ロビイ ングや リコール な どの集合行為 を、本稿 とは異な る形 で定式化す ることもで きる

だろ う。 そのよ うなモデル構築 をめ ざす こ とも、展開の期待 され る方向であ る。

理論 的課題 の第4は 、集合財(集 合行 為の 目標)の 性質 それ 自体が変化 し うるものであ るこ

とを考慮 した理論化 ・モデル化 の探究で ある。

また、行為者 の状況認知 の変化 に注 目した理論化 も可能で ある。 この方向 を探 究す るのが、

第5の 課題 である。 その際、参考 にすべ き先行研 究 には、次の3つ があ る。社 会運 動研 究 にお

ける 「フ レー ミング」に関す る議論 、 社会的ジ レンマに関す る社会 心理 学的実験 におけ る'「フ

レー ミング」 の効果 に関す る研究 、そ して合理的選択理 論で説明す ることが難 しい現象(ア ノ

マ リーやパ ラ ドックス)に 対 して、合理的行為者モデル を拡張す ることによってアプ ローチ し

よ うとす る研究で ある。

実証 に関わる面 での課題 としては、6章 で指摘 した ことを繰 り返 して指摘す る。 すなわ ち、

(1)本稿 でのゲー ム理論 的 定式か ら得 られた帰結 をそ のまま検証 にか ける よ うな実験 を行 うこ

と、(2)社会運動集団 ・組織 に関す るデー タベー スを構 築 し、それ をデー タ ・セ ッ トとして分析

を行 うこと、が必要で ある。

最後 に、以上の課題(特 に理論 的課題)を 追究す る際に はモデル を複雑 にす る方向 に進ま ざ

るを得 ない けれ ども、単 にモデル を複雑 にす るだ けで終 わ るのでは意 味がない ことを確認 す

る。 「真 理」(現 象 を うま く説明 してい るか)、 「美 しさ」(論 理 的帰結 の意外性 、帰結 の豊富 さ、

モデ ルの単純 さ)、 「正 義」(政 策 的提言 に役立っ か)と い う、モデルや理論 の評 価基 準 をっね

に念頭 に置 くこ とが必要で ある。 同時 に、オル ソン問題 に関す る理論的研究 と実証的研 究 とを

緊密 に結びっ けて行 くこ とが必要で ある。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文 は、経済学者M.オ ル ソンが提起 したいわゆる 「オル ソン問題」、つま り集 団 に属す る

人 び とが利害関心 を共有 してい るにもかかわ らず、その集団が大規模 な場合 しば しば集 団 目標

の実現 が困難 にな る とい う現象が起 こるのはなぜか、 とい う問 に対 して、数 学的モデル を設定
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しその展 開によ り解 を与え よ うとした ものであ る。

第1章(オ ル ソン問題)で は、オル ソンの理論 の主題 を整理 して、論文 の課題 を 「集 団規模

が大 き くなる と集 団の 目標 が実現 され に くくな るとど うしていえるのか を理論的 に考察す るこ

と」 と定義 してい る。 ただ し、集 団の 目標 が実現 され に くくな るとい うこ とには、様 々な解釈

が存在す るので、 これ を 「集合財 の最適供給量 と実 際の供給 量 との差が大 き くなるこ と、も し

くは社会 的に最適 な状態 が達成 され に くくなる こと」 と解釈 している。

第2章(オ ル ソン問題 の社会 学的意義)で は、1章 で定式化 した意味 でのオル ソン問題が、

社会学的研究(さ らには社会科 学的 ・行動科学 的研究全般)に 対 して どのよ うな意味 を持 って

いるのかを検討 してい る。

第1に 、オル ソン問題 が、近年 の社会学理論 にお ける 「マイ クローマ クロ ・リンク」 とい う

課題 のひ とつの具体 的なテー マ とな るこ とを、マイ ク ローマ クロ ・リンクに関す るR.ブ ー ド

ンやJ.コ ール マ ンの枠組 中に位 置づ ける ことで明 らかに した。 第2に 、オル ソンの取 り上げ

た、集合財供 給 をめ ぐる集 合行為 の問題 は、 「社 会的 ジ レンマ」の一種で あ り、社会 的 フェン

ス現象 であ りかっ 問題 となってい る行為が 「環境 に何 かを投入す る」 こ とで ある とい う類型に

あた る と指摘 して いる。第3に 、オル ソンの問題提起が 、社会運動論の 中で資源 動員論が発展

す る契機 となった こ とを指摘 し、資源 動員 論 において社 会運動集 団 ・組織 と他 の集 団 との対立 ・

協力 関係 を重視す るこ とが、オル ソンの提起 した問題 に対す る資源動員論 の最大の理論的貢献

で ある と主張 してい る。

第3章(Olsonの 数 理モデル とその問題点)で は、オル ソン自身のモデル を紹介 し、その問

題点 を明 らか に してい る。オル ソンのモデル は、単純 な効用最大化モデルで ある。 彼 は、大集

団で集団 目標 が実現 され に くい理 由を、二通 りの しかたで説明 してい る。ひ とっは、集 団規模

が大 き くなる と、集団全体 での利益 の うちひ とりの行為者 の得 る 「分 け前の割合 」が小 さくな

り、他方で組 織化 のた めの費用 が大 き くなる、 とい う考 えにも とつ くもので ある。 も うひ とつ

は、集団規模 が大 き くな る と、 あるひ とりの行為者 の選択が集団の他の成員 の利益や負坦 に与

える影響が認 知 されに く くなるこ とに注 目す る もので ある。

この うち、第1の 説 明は、オル ソン 自身の数理モデル を用いて検討 す ると、つ ねに成 り立っ

とは言 えない推論 にも とついてい るこ とを、 「分 け前の割合 の集 団規模 弾力性 」 とい う概念 を

導入す ることに よ り明 らか した。 また、第2の 説明は、オル ソンの数理 モデル がそもそも定全

に 「個人的意思決 定」のモデル で あって、 「社会的意 思決 定」のモデル ではないた め、オル ソ

ンのモデル か ら導 き出す こ とがで きない もの になってい ることを明 らかに した。 さらに、オル

ソンのモデル の扱 い得 る状 況が実 は限 られた範囲の もので しかない、 とい う問題点 も指摘 し、

行 為者 の意 思決 定の相互依 存関係 が表現で き、集合財 の競合性 ・非競合性 とい う要 因を考慮 し
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たモデル の構 築 が不可 欠で あ り、集合 行為 問題 に関す る従来 の研 究で も用 い られ るこ との多

かったゲーム理論 的定式化 が、その よ うなモデル の候補 である と主張 してい る。

第4章(オ ル ソン問題 の ゲーム理論 的定式化)で は、ゲーム理論的定式化 の基本枠組 を示 し、

フ リー ライダーにな ろ うとす る誘 因、ナ ッシュ均衡 、パ レー ト効率性 な どの基本概念 を定議 し

てい る。 また、集 合財 の競合性 ・非競合性 とい う性質 と、集合財供給 に伴 う費用負担 の しかた

とい う二つの次 元 を組 合わせ るこ とに よって、問題状況(集 合行為状況)を6類 型 に分類 して

い る。

第5章(ゲ ーム理論 的モデルに よる集 団規模 の効果の考察)で は、4章 での議論 にも とつい

て構成 した集合行 為状 況 の類 型 の各 々に関 して、それ に対応 す る利得 関数 を定式化 し、ナ ッ

シュ均衡 がパ レー ト効率的で あるか否 かに集 団規模 が どの よ うな影響 を与 えるか(ま たは与 え

ないか)に っいて検討 してい る。それに よれば、集 団規模 がナ ッシュ均衡 に与 える影響 には、

2種 類が ある。集 団規模 にかかわ らず 「誰 も貢献 しない 」が唯一 のナ ッシュ均衡で 、集 団規模

が小 さい ときこれがパ レー ト効率的なのに集 団規模 が大 き くな るとパ レー ト効率的 でな くなる

場合 を、タイ プ1と す る。 これ に対 して タイプIIは 、集団規模 が小 さい と全員貢献が唯一 のナ ッ

シュ均衡 で これ がパ レー ト効率的であ るのに、集 団規模 が大 き くなる と、唯一 のナ ッシュ均衡

が 「誰 も貢献 しない」 とい うパ レー ト効 率的でない状態 にな る場合 である。非競合 的な集合財

で、集団成員 ひ と りひ とりの得 る利益 も貢 献の際の負担 も貢献者数 にかかわ らず一定 の場合 に

は、集団規模 の効果が見 られない。 このケースをのぞ くと、非競合 的な集合財 が問題 となる場

合 には、 タイプ1の 効果が見 られ るこ とがあ る。 タイプHの 効果 が見 られ るのは、集合財 が競

合的で、その供 給量が貢献者 数 に比例す る場合 である。

このタイプHの 効果 は、オル ソンが念頭 に置 いていた ものに対応す るけれ ども、 このよ うな

集団規模 効果 が見 られ る条件 が限定 された ものであ ること、オル ソンの考 えてい たもの と異 な

る集団規模 効果 が あった り集 団規模 効果 がない場合 もある ことが明 らかになったのである。

第6章(実 証的研 究 との照合 の問題)で は、前章 までの理論 的考察 か ら導 出 され た婦結 が経

験的デー タによ り支持 され るか否か を確 かめ るには、 どの よ うな研 究を行 うべ きかにつ いて、

社会的 ジ レンマに関す る祉会心理学的なゲーム実験 と、社会運動集 団 ・組織 の成功/失 敗 に関

す る計量社会 学的研 究 をと りあげて考察 してい る。 また 、第7章(要 約 と課題)で は、前章ま

での議論 を要約 す る とともに、 この研 究の成果 の位置づ けにつ いて、2章 での議論 と対応 させ

なが ら述べてい る。 さ らに、今後探求すべき課題 を、理論 的な もの と実証 に関す るもの とに分

けて提示 してい る。 これ らの課題 の うちで、 とく興 味深 いのは、行為者 の状況認知 の変化 に注

目した理論化 の提言で ある。社会運動研 究におけ る 「フ レー ミング」 に関す る議論 、社会 的ジ

レンマ に関す る社会心理学的実験 にお ける 「フ レー ミング」の効果 に関す る研 究、そ して合理
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的選択理論で説 明す ることが雑 しい現象(ア ノマ リーやパ ラ ドックス)に 対 して・合理 的行為

者モデル を拡張す るこ とに よってアプ ローチ しよ うとす る研究 を と りいれ なが ら、 「認知社会

学」 とで もい うべ き もの を構 想 してお り、新 たな研 究領域 の誕 生 さえ期待 させ るものであ る。

以上 の論文 の成 果は、次の3点 に要約す ることがで きる。 第1に 、社会科 学の基本 問題 とも

い うべ き 「オル ソン問題 」の研 究 を大 き く進 め るもの となってい る。第2に 、集 団過程 と りわ

け社会運動 への動 員過程論 に対す る基礎理論 を提供す るもので あ り、研 究上、実践上の大 きな

役割 を担 い うるもので ある。第3に 、個人 と集 団 とい うミクローマ クロの連 結の 中で問題 の追

及 を行 うとい うアプ ローチ と、モデル分析 と実証研 究 を照合 しなが ら進 め るとい う研 究ス タイ

ルは、行 動科学的 あるいは社会学 的理論研 究 の一つ の模範 とな りえてい る。 これ らは、いずれ

も大 きな貢献で ある。 また一連 の過 程 にお ける明確 な問題設定 と精緻で着実 な議論 は、他 の追

随 を許 さない ものが ある。

さらに、第7章 で示 され た 「認 知社会学」 の構想 は、新た な研究領域 の誕 生 さえ期待 させ る

もので ある。

よって、本論文 の提 出者 は、博 士(文 学)の 学位 を授与 され るに充分 な資格 を有す るもの と

認 め られ る。
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